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　夫婦が離婚または離婚調停中であり、同じ

子を母親と父親の両方が扶養親族としてきて

いること（以下重複扶養とする。）がある。こ

れは個人住民税を扱う業務を遂行している中

でよく目にすることである。この重複扶養に

ついて、法令上、正しく取り扱った場合につ

いて、実態とはズレがあるのではないかと考

えている。

　地方公務員の服務として、地方公務員法第

32条「職員は、その職務を遂行するに当つて、

法令、条例、地方公共団体の規則及び地方公

共団体の機関の定める規程に従い、且つ、上

司の職務上の命令に忠実に従わなければなら

ない。」とあるように地方公務員である私たち

は基本的に法令に基づいて職務を遂行してい

る。市民税・府民税を扱う税務関係の職員が

業務を遂行するに当たって従っている法令は

地方税法である。重複扶養の処理をするに当

たって最終的な判断をするときに基本とする

のは地方税法施行令第７条の３の４第２項「二

以上の納税義務者につき同一人が扶養親族と

して同項の申告書、給与支払報告書若しくは

公的年金等支払報告書又は申請書に記載され

たとき、その他同項の規定によつていずれの

納税義務者の扶養親族とするかを定められな

いときは、当該二以上の納税義務者のうち前

年の法第三十二条第一項の総所得金額、退職

所得金額及び山林所得金額の合計額が最も大

きいものの扶養親族とする。」という文言であ

る。確かに所得の状況と扶養控除だけ考えれ

ば所得の合計額が大きいものに扶養控除を適

用した方が適しているように思えるが、状況

を全体的に見た場合本当にそうすることが適

しているのだろうか。

　国税庁によると女性の平均給与は280万円、

男性の平均給与は567万円とされている。また、

司法統計によると離婚時の家庭裁判所での調

停や審判で2020年度母親を親権者とした割合

は約93.8％で、母親が実際に同世帯であり扶

養しているケースが多い。この２つのデータ

で単純に判断すれば、実際は平均給与が男性

より低額である女性が子を扶養していること

が多いと考えられる。しかし扶養照会で母親・

父親からの離婚協議中である等何らかの理由

で回答が無い場合、地方税法施行令第７条の

３の４第２項に従うと平均給与が高額である

男性に扶養控除を適用してしまうことになる。

実際に母親が同世帯で共に生活し育児をして

いる可能性が高いにも関わらず父親側の扶養

になってしまうのである。これにより母親側

は児童手当や児童扶養手当が受けられない等、

行政やその他のサービスが受けられない状況

に直面してしまう。確かに、地方税法第23条

第９号「扶養親族　道府県民税の納税義務者

の親族並びに児童福祉法第二十七条第一項第

三号の規定により同法第六条の四に規定する

里親に委託された児童及び老人福祉法第十一

条第一項第三号の規定により同号に規定する

養護受託者に委託された老人でその納税義務

者と生計を一にするもののうち、前年の合計所
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得金額が四十八万円以下である者をいう。」と

あるように生計を一にする親族を扶養にいれ

扶養控除を利用することができるとあり、ま

た所得税基本通達２－47「常に生活費、学資

金、療養費等の送金が行われている場合」生

計を一にすると捉えることが可能ということ

で養育費を払っている父親も子を扶養に入れ

ることは税法上問題ない。しかし、実態上は

実際に育児に携わっている母親にとって大き

な負担となってしまう。厚生労働省が公開し

ている資料令和４年４月「ひとり親家庭等の

支援について」によると母子家庭の平均年間

就労収入が200万円である。大げさに言えば、

これは場合によっては最低生活費以下であり、

憲法に定められている何人も健康で文化的な

最低限度の生活を営むことを不可能にしてし

まう可能性が高いのではないかと考える。こ

こで１つの判例を挙げる。配偶者の意義と婚

姻制度の合憲性が争点となった事例（名古屋

地判平成７年９月27日・平成７年（行ウ）第

12号）にあるように婚姻の届出をしていない

事実上の配偶者やその者との間の子を有する

者に、配偶者や子に関する所得控除を認めな

くとも、直ちに健康で文化的な最低限度の生

活を営むことができなくなるわけではないと

され認められなかったケースがあるが、これ

によると、健康で文化的な最低限度の生活を

営むことができなくなる場合、合憲性は認め

られないのではないだろうか。また、２つ目

の判例を挙げる。寡夫控除は寡婦控除と比べ

控除を受ける要件に差異を設けていることで、

この制限は平等原則に反しないかと判示した

事例（福岡地判平成６年12月26日・平成６年（行

ウ）第８号）では寡夫の場合は寡婦と異なって、

通常は既に職業を有しており、引き続き事業

を継続し、勤務するのが普通と認められ、また、

高額の収入を得ている者も多い等両者の間に

租税負担能力の違いが存するので憲法第14条

に反していないとされている。これによると

一般的に考えられる租税負担能力の違いを考

慮に入れるべきと捉えることができるのでは

ないだろうか。

　以上２つの判例から考えると、地方税法施

行令第７条の３の４第２項は子の扶養につい

て、正しいものと言えるのか再考すべきだと

考える。平均年間就労収入200万円の母子家庭

が様々なサービスを利用し、健康で文化的な

最低限度の生活を営む可能性を高くするため

に、男性と女性の平均給与から租税負担能力

を考慮して所得金額の合計額が最も小さいも

のの扶養親族とするべきである。

　公務員が法令と実態のズレを最小にできる

よう努力を怠らないことは、重々承知してい

るものの限度があると業務を遂行する中で感

じることがある。今回テーマとした重複扶養

の事例から、法令に従い業務を遂行できるよ

う、法令自体も時代の流れや世の中の実態に

合わせて変化が必要であると考えた。
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